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災害医療派遣チーム（「東京ＤＭＡＴ」）運営要綱 

 

平成１６年７月２２日付１６健医救第２７６号 

一部改正平成２４年７月２日付２４福保医救第２０５号 

一部改正平成２５年７月１日付２５福保医救第２６９号 

  一部改正平成２６年１０月３１日付２６福保医救第８２６号 

 

 

第１ 目 的 

  この要綱は、大震災等の自然災害をはじめ、大規模交通事故等の都市型災害の現

場（以下「現場」という。）へ出場し、消防隊等と連携して多数傷病者等に対して

救命処置等の活動を行う災害医療派遣チーム「東京ＤＭＡＴ（Disaster Medical 

Assistance Team）」（以下「東京ＤＭＡＴ」という。）の編成及び運営に関し、必要

な事項を定めることを目的とする。 

 

第２ 編 成 

１ 東京都知事（以下「知事」という。）は、東京ＤＭＡＴの編成につき、協力す

る病院を東京ＤＭＡＴ指定病院として指定する（以下「指定病院」という。）。 

なお、知事は、次の東京都災害拠点病院のうち、東京消防庁との連携体制を

整え、東京ＤＭＡＴの活動に協力することができる病院より指定病院の選定を

行う。 

（１）救命救急センターを有する病院又はこれに準じた機能を有する病院 

（２）その他知事が必要と認める病院 

２ 知事は、前項による指定をしたときは、指定病院に対して別記様式第１号によ

る指定証を交付する。 

３ 指定病院は、要請があった際、東京ＤＭＡＴを迅速に編成し、確実に出場でき

るよう、必要な隊員数を確保するなど、体制を整備するものとする。 

４ 指定病院は、東京ＤＭＡＴ隊員として登録されている者から、１チームあたり

医師１名、看護師等２名の計３名を基準として、東京ＤＭＡＴを編成する。チー

ムには、被災現場において医師及び看護師等の医療スタッフが最大限に能力を発

揮し、チームの役割が果たせる環境を提供するため、業務調整員を含めることが

出来る。 

５ 東京消防庁は、東京ＤＭＡＴを現場へ搬送し、また、現場で活動支援を行うた

め、東京消防庁東京ＤＭＡＴ連携隊（以下「連携隊」という。）を編成する。連

携隊の運用等について必要な事項は、東京消防庁が別に定める。 

６ 東京ＤＭＡＴは連携隊と一体的に活動することを原則とする。 

 

第３ 隊員登録 

１ 知事は、指定病院から隊員候補として推薦を受けた者等に対し、知事が指定す

る研修を受講させる。 

２ 知事は、研修を修了した者のうち、東京ＤＭＡＴ運営協議会が認定した者を東
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京ＤＭＡＴの隊員（以下「隊員」という。）として、別記第２号様式により登録

する。 

３ 知事は、登録された者に対し、別記第３号様式による登録証を交付する。 

 ４ 指定病院は、所属する隊員の登録証の記載事項に変更が生じた場合、別記第４

号様式により、知事に申請を行う。 

 ５ 登録証の有効期限は、発行した年度を含めた３年度間とする。有効期限満了時

は、別に定める更新手続きを行う。 

 

第４ 出 場 

１ 都内の局所災害に出場する場合 

（１）出場に関する事務 

 知事が行う東京ＤＭＡＴの出場に関する事務については、東京消防庁指令室

（以下「指令室」という。）が代行する。 

（２）要請基準 

ア 傷病者がおおむね２０人以上発生した場合又は救急隊がおおむね１０隊

以上運用される場合 

イ 重症者２名以上又は中等症者１０名以上の負傷者等が発生し、迅速に医療 

機関に搬送できない場合、又はその可能性があると指令室若しくは現場に出 

場した消防隊が判断した場合 

ウ 傷病者が１名以上発生し、救助に時間を要するなど迅速に医療機関に搬送

できない可能性があり、東京ＤＭＡＴが出場し対応することが効果的である

と指令室若しくは現場に出場した消防隊が判断した場合 

エ その他、東京ＤＭＡＴが出場し対応することが効果的であると指令室又は

現場に出場した消防隊が判断した場合 

（３）出場要請 

ア 知事は、（２）要請基準ア、イに該当する事案が発生した場合は、指定病

院に対して東京ＤＭＡＴの出場要請を行う。 

イ 知事は、（２）要請基準ウ、エに該当する事案が発生した場合は、指定病

院に対して東京ＤＭＡＴの出場可否等を確認したのち、東京ＤＭＡＴの出場

要請を行う。 

ウ 指定病院の長は、知事から出場要請を受けた場合、東京ＤＭＡＴを出場さ

せる。 

   エ アに基づく要請の場合は、原則として、チーム単位で出場しなければなら

ない。ただし、イに基づく要請の場合は、この限りでない。 

 （４）活動原則 

   ア 東京ＤＭＡＴは、東京消防庁の現場指揮本部の指揮下において、消防隊等

により安全が確保された範囲で活動する。 

イ 現場で救出救助された傷病者に対するトリアージ及び必要な救命処置等

を実施し、重症度に応じた搬送の優先順位など消防隊等に対して医学的見地

からの助言を行う。 

ウ 同一の災害現場において複数の東京ＤＭＡＴが活動する場合は、原則とし
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て最先着した東京ＤＭＡＴが、現場指揮本部長に対して医学的見地からの助

言を行う。 

エ 同一の活動場所において複数の東京ＤＭＡＴが活動する場合は、原則とし

てその活動場所に最先着した東京ＤＭＡＴが、その現場責任者に対して医学

的見地からの助言を行うとともに、後着した東京ＤＭＡＴとの連携に務める。 

（５）活動報告 

出場した東京ＤＭＡＴは、別記第５号様式により活動内容を速やかに知事に

報告する。 

 （６）事前の出場可否確認 

  知事は、（２）要請基準ア、イに該当する事案が発生した場合、（３）出場要

請をまだ行っていない指定病院に対して、あらかじめ東京ＤＭＡＴの出場可否

の確認を行うことが出来る。 

（７）助言要求 

 知事は、東京都災害医療コーディネーターの助言を求めることが出来る。 

２ 都内の大規模地震災害等に出場する場合 

東京都内において大規模地震災害等が発生した場合の必要な事項は、別に定め

る。 

３ ＮＢＣ災害現場に出場する場合 

  東京都内において、ＮＢＣ災害が発生した場合の必要な事項は、別に定める。 

４ 都外に出場する場合 

東京都外において大規模な災害が発生し、東京ＤＭＡＴを派遣する場合の必要

な事項は、別に定める。 

 

第５ 装 備 品 

１ 現場に携行する医療資器材、被服、保護帽、衛星携帯電話等の装備品は、知事 

が整備する。 

２ 知事は、東京ＤＭＡＴが長時間の自己完結型の活動を行えるようにするため、

指定病院に東京ＤＭＡＴカーを配備する。 

３ 東京ＤＭＡＴカーは、原則として、指定病院の長が知事から要綱第４の２及び 

第４の４に基づく出場要請を受けた場合、使用する。 

４ 装備品の内容及び管理については、別に定める。 

 

第６ 技能維持 

１ 訓練等への参加 

指定病院は、隊員の技能や資質の向上を図るため、訓練等への参加に努めるも

のとする。 

２ 研修の実施 

指定病院は、隊員の技能や資質の向上を図るため、院内研修の実施に努めるも

のとする。 

３ 国の研修への参加 

指定病院は、厚生労働省が主催する日本ＤＭＡＴ広域医療搬送研修を受講した
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チームを１チーム以上保有するよう努めるものとする。 

 

第７ 補 償 

１ 東京ＤＭＡＴが現場や訓練等に出場した際における事故等に対応するため、知

事は、隊員の傷害保険に加入する。 

２ 指定病院は、東京ＤＭＡＴの出場中に事故等不測の事態が発生した場合は、速

やかに知事に報告する。 

 

第８ 委 任 

  この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、福祉保健局長が別に定め 

る。 

 

附 則 

この要綱は平成１６年７月２２日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

 

附 則（平成２４年７月２日付２４福保医救第２０５号） 

この要綱は決定の日から施行し、平成２４年１０月１日から適用する。 

 

附 則（平成２５年７月１日付２５福保医救第２６９号） 

  この要綱は決定の日から施行する。 

 

附 則（平成２６年１０月３１日付２６福保医救第８２６号） 

  この要綱は決定の日から施行する。 

 


